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１．事業の必要性・概要 

 2010 年（平成 22）末の COP16 において、気候変動対策技術の開発・移転を

促進するために気候技術センター・ネットワーク（CTCN）の設立が合意され、

2012 年末の COP18 では、CTCN の要となる気候技術センターのホスト機関とし

て、国連環境計画（UNEP）等 13 機関からなるコンソーシアムが承認されたと

ころである。今後 CTCN が本格的に始動することで途上国のニーズと先進国の

もつ環境技術とのマッチングが行われ、気候変動対策技術の移転・普及が進

められることとなる。 

CTCN には途上国の気候変動対策にかかるニーズ情報が集まってくることか

ら、我が国としては CTCN を活用して優れた環境技術の活用をインプットする

ことで、それらの技術をより効率的に海外展開することが可能となる。また、

途上国における二国間クレジット制度（JCM）を活用したプロジェクトの形成

及び実施、国際機関等の支援による途上国の低炭素開発プロジェクトにおけ

る日本技術の活用機会の拡大等につながることが期待される。 

このように、CTCN を支援することにより、途上国における低炭素化の推進

や温室効果ガスの排出削減に貢献するとともに、日本が世界に誇る低炭素技

術の海外展開を促進することが期待される。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 CTCN の活動を拠出金により支援。 

 

３．施策の効果 

 CTCN の活動を通じて日本の優れた環境技術の移転・普及を促進し、日本の技

術の国際標準化を見据えつつ活用機会の拡大を図る。また、日本国内の関係機関

によるネットワーク機関としての参加や、我が国がリードしてきた既存ナレッジ

プラットフォーム（知見の集積や共有のためのネットワーク）の知見や経験の活

用を通じて、日本の存在感を高める。 
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 CTCNの活動を通じて日本の優れた環境技術の移転・普及を
促進し、日本の技術の国際スタンダード化の活用機会の拡
大を図る。 

 日本国内の関係機関によるネットワーク機関としての参加
や、我が国がリードしてきた既存ナレッジプラットフォー
ムの知見や経験の活用を通じて、日本の存在感を高める。 

【CTCNのミッション】 

 途上国の技術ニーズの特定 

 技術に係る情報提供・能力強化 

 既存技術の活用に関する支援 

 産官学研との協力による環境技
術の開発移転の促進 

 再生可能エネルギー 

（発電） 

• バイオガス、地熱、小水力、浮
体式洋上風力（将来的に） 

（燃料） 

• バイオ燃料 

 コジェネ、熱利用（ヒートポンプ
など） 

 自立・分散型低炭素エネルギーシ
ステム（再エネを最大限活用） 

 省エネ 

• （BEMS等に加え）建築物の低
炭素化 
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  気候技術センター・ネットワーク（CTCN） 


